
介護保険事業（支援）計画の 
現状と方向性について 

資料２ 



○都道府県知事は、介護

保険施設等について、

必要定員総数を超える

場合に、指定等をしな

いことができる。 

○ 区域（老人福祉圏域）の設定 

○ 市町村の計画を踏まえて、介護サービス量の見込み（区域毎） 

○ 各年度における必要定員総数（区域毎）   
  ※介護保険施設、介護専用型特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設 
   入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
  ※混合型特定施設に係る必要定員総数を設定することもできる（任意） 

○ その他の事項 

○保険料の設定 

○市町村長は、地域密着
型の施設等について、
必要定員総数を超え
る場合に、指定をし
ないことができる。 

○ 区域（日常生活圏域）の設定 

○ 各年度における種類ごとの介護サービス量の見込み（区域毎） 

○ 各年度における必要定員総数（区域毎）   
  ※認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、 
   地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

○ 各年度における地域支援事業の量の見込み 

○ その他の事項 

○ 介護保険法第１１６条第１項に基づき、国が介護保険事業に係る保険給付の 
円滑な実施を確保するための基本指針を定める 

  ※市町村等が介護サービス量を見込むに当たり参酌する標準を示す 

国の基本指針(法第116条、平成27年度厚生労働省告示第70号）  

基盤整備 

市町村介護保険事業計画(法第117条)  

都道府県介護保険事業支援計画(法第118条) 

 保険給付の円滑な実施のため、３年間を１期とする介護保険事業（支援）計画を策定している。 

保険料の設定等 

介護保険事業(支援)計画について 
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第5期計画 
  2012  
～2014 

2025（H37) 

第９期計画 

 2024 
 ～2026 

第８期計画 

 2021 
 ～2023 

2015（H27) 

第７期計画 

 2018（H30) 
 ～2020 

第６期計画 

 2015 
 ～2017 

団塊世代が65歳に 団塊世代が75歳に 

第５期計画では、高齢者が地域で安心して暮らせ
る 地域包括ケアシステムを構築するために必要
となる、①認知症支援策の充実 、②医療との連携、
③高齢者の居住に係る施策との連携、④生活支援
サービスの充実といった重点的に取り組むべき事項
を、実情に応じて選択して位置づけるなど、段階的
に計画の記載内容を充実強化させていく取組をス
タート 

２０２５年を見据えた介護保険事業計画の策定等 

＜介護保険事業計画に2025年までの見通しを記載＞ 

次期医療計画 
 2018（H30) ～2023 
中間年で見直し 

現行の医療計画 
 2013～2017 

○第６期計画以後の計画は、2025年に向け、第５期
で開始した地域包括ケア実現のための方向性を承
継しつつ、在宅医療介護連携等の取組を本格化。 

○２０２５年までの中長期的なサービス・給付・保
険料の水準も推計して記載し、中長期的な視野に
立った施策の展開を図る。 

地域医療構想（2025年まで） 

介護保険 
事業（支援） 
計画 

医療計画との 
整合性の確保 
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第７期介護保険事業計画の策定プロセスと支援ツール 

介護サービスの 
給付状況の把握 

事業者参入意向調査 

介護保険事業計画策定 

将来推計人口 
認定率の伸び 
利用率の伸び 

介護サービス提供能力調査 

介護サービス利用意向調査 

自然体推計 

計画策定のための調査手法 

市町村計画作成委員会において検討 

《「見える化」 
システム》 

基
礎
調
査
・
地
域
ケ
ア
会
議
・ 

地
域
間
比
較 

 

関
係
者
と
の
議
論
を 

踏
ま
え
た
計
画
の
策
定 

介護予防・日常生活圏域 
ニーズ調査 

反映 

どのような保険料水
準でどのようなサー
ビス水準を目指すの
かの判断と合意形成、
認識の共有 

将来推計（素案） 

 
地域ケア会議を活用した 

地域課題の把握、社会資源の活用 

地域ケア会議 反映 

反 
映 

自然体推計の算出 

要介護状態になる前の高齢者のリスク
や社会参加状況を把握し、地域診断に
活用 

在宅介護実態調査 

要介護認定データと組み合わせること
により、介護者の就労継続や在宅生活
の継続に効果的なサービス利用等を把
握・分析 

反映 

 他地域や全国の給付状況、 
 サービスのバランス等との比較 

反映 
現状分析
機能 

推計ツール 

地域診断
支援情報
送信ソフ
ト 

施 
 

 

策 
 

 

反 
 

 

映 
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年月 市区町村 都道府県 国 

 
平成28年10月 

 
11月 

 
12月 

 
平成29年1月 

 
2月 

 
3月 

 
4月 

 
5月 

 
6月 

 
7月 

 
8月 

 
9月 

 
10月 

 
11月 

 
12月 

 
平成30年1月 

 
2月 

 
3月 

 

第７期介護保険事業計画の策定に向けたスケジュール 

第7期介護保険事業計画スタート 

・介護保険事業計画を議会に報告 

・介護保険条例の改正 

・介護保険事業支援計画を議会に 

 報告 
全国課長会議の開催 

サービス見込み量、保険料の仮設定 サービス見込み量の仮設定 

サービス見込み量の設定作業 

推計ツール（確定版）の情報提供 

全国課長会議の開催 
（基本指針案の提示） 

計画策定のための準備作業 全国課長会議の開催 
（第7期計画策定に関する基本的
考え方、在宅介護実態調査の分析

手法の提示） 

都道府県との調整 市町村、国との調整 都道府県との調整 

上記分析を基に、サービス
見込み量の設定作業 

 
介護予防・日常生活圏域 
ニーズ調査等の実施 

 
在宅介護実態調査の実施 
（調査票の検討含む） 

介護予防・日常生活圏域
ニーズ調査、在宅介護実態
調査等の分析、地域ケア会
議で把握された地域課題へ

の対応策の検討 

市町村への情報提供 
連絡会議等の開催 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 
在宅介護実態調査の情報提供 

市町村への情報提供 
連絡会議等の開催 

市町村への情報提供 
連絡会議等の開催 

総合確保方針の告示 

★見える化システム3.0次リリース 
（推計ツール（暫定版）の情報提供） 

介

護

保

険

部

会

で

 

制

度

改

正

の

議

論

 

（
法

案

提

出

）
 

4 



先進地からの講師派遣・研修 

県のリーダーシップ 

（例）要介護認定率の比較分析 

8

12

16

全国 和光市 大分県 

全国展開のポイント 
 

例）和光市 

地域のニーズ把握 

全国展開に向けた取組 

介護予防への重点的な取組によ
り、要支援者の状態が改善 

保険者主導の多職種連携 

ケアマネジャー、PT、OT、管理栄養
士等の多職種が集まり、個別のケ
アプランを地域ケア会議で検討、
等々 

市町村による取組の好事例 

       

例）大分県  

都道府県による普及展開の好事例 

県の主導により市町村の取組をリード 

専門職能団体等との連携 

ノウハウの共有、人材育成 

専門職能団体等との連携 

住民の意識向上 

保険者のリーダーシップ 

実態把握・分析・課題抽出 

高齢化が進展する中で、高齢者の自立した日常生活の支援、介護予防、要介護状態等の軽減に向けた保険者の取組を一層加速化することが必要 

市町村の保険者機能の抜本強化策について、次
期制度改正に向けて検討するとともに、可能な限
り前倒し 
  

【検討事項の例】 
○要介護度、介護費等の分析と課題抽出 
○具体的な数値目標の設定・達成度の評価 
○市町村の取組へのインセンティブ付け 等 

市
町
村
・都
道
府
県
・国
・民
間
の
協
働
に
よ
り
全
国
展
開
を
推
進 

高齢者の自立支援・介護予防に取り組む先進的な保険者の取組の全国展開 

保険者機能の強化 ～介護予防の横展開～ 

保険者のリーダーシップ 
全
国
展
開
に
向
け
て
必
要
と
な
る
ポ
イ
ン
ト
を
抽
出 

H23 H27 H23 H27 H23 H27 

認定率（％） 

18.0 

10.0 

8.0 

全国平均の認定率は
４年間で上昇してい
るものの、和光市・
大分県は低下 

平成23年 

平成27年 

17.3 
18.0 

9.6 
9.3 

19.6 

18.6 

平成28年４月４日経済財政諮問会議 
厚生労働大臣提出資料 
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保険者機能の強化等による自立支援・介護予防に向けた取組の推進 

 高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性を維持するため
には、保険者が、地域の課題を分析してサービス提供体制等を構築することや、高齢者になるべく要介護
状態とならずに自立した生活を送っていただくための取組を進めることが重要 

保険者がこれらを強力に推進できるよう、保険者機能を強化するとともに、都道府県による保険者
支援機能も強化する。 

基本コンセプト 

好事例から示唆される地域マネジメント推進のイメージ 

データに
基づく 
地域課題
の分析 

地域マネジメン
トに係る取組内
容・目標の計画

への記載 

保険者機能の発揮・向上（取組内容） 
 

 ・ケアマネジメント支援の充実によるケアの   
質の向上 

 ・介護予防の取組 
 ・ニーズに応じた効率的なサービス提供 
                        等 

適切な指標
による実績

評価 

財政的インセン
ティブの付与 

都道府県が研修等を通じて市町村を支援 
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１ 在宅医療・介護連携推進事業については、市町村の規模によって
進捗に違いがあるが、その原因として、事業実施のためのノウハウの
不足や、関係団体との協力関係の構築の難しさが示されている。市町
村における円滑な事業の実施及び推進を図る上で、国及び都道府県
（保健所）の役割についてどのように考えるか。 

  
２  広域的な医療を担っている病院等の入退院時の医療介護連携につ

いては、複数市町村にまたがる広域的な連携が必要とされるケースも
多く、市町村単位で実施する在宅医療・介護連携推進事業による取組
のみでは困難となっている。病院等の入退院時など、複数市町村にま
たがる広域的な医療介護連携の推進を図る上で、都道府県（保健所）
及び医療介護に関わる関係機関の役割についてどのように考えるか。 

 

在宅医療・介護連携に関する主な論点 
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平成28年３月25日第56回社会保障 
審議会介護保険部会資料（抜粋） 


